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電子カルテアラートシステムによる肝炎受診勧奨システムの構築に関する研究 
 
分担研究者：日髙  勲 山口大学医学部附属病院 肝疾患センター 副センター長（助教） 
 
研究要旨：ウイルス性肝炎に対する治療は進歩しており、専門医による診断・治療が望ま
れる。未だに、適切な受診に結び付いていない症例が 140～200 万例あると推定され、それ
らの症例を拾い上げ、専門医に受診させることは急務である。なかでも、非専門科医師の
認識不足、院内連携の不足のために、肝炎検査陽性者が必ずしも適切な治療に結びついて
いない現状(国立病院機構肝疾患ネットワークでのアンケート調査結果)が明らかにされて
いる。本研究では電子カルテのアラートシステムを用いた受診勧奨システムを導入し、患
者の拾い上げを行い、受診状況の把握さらには未受診者への肝臓専門外来受診率の向上を
目指す。2015 年度に当院でも肝炎受診勧奨電子カルテアラートシステムを導入した。シス
テム導入により、専門医受診へある一定の効果が得られることが判明した。一方で、シス
テムの導入だけでは効果は限定的であるという課題も判明し、更なる受診率向上に向けた
取り組みが必要である。その手段の一つとして肝炎医療コーディネーターなど肝疾患の知
識が豊富なコメディカルスタッフとのチーム医療での取り組みが有効である。 

A. 研究目的 

C 型肝炎に対する経口抗ウイルス治療薬

など、ウイルス性肝炎に対する医療は進歩

している。わが国には約 350 万人の肝炎ウ

イルスキャリアがいると推定され（厚生労

働省）、ウイルス肝炎は国民病であると記

述されている（肝炎対策基本法前文）が、

いまだ肝炎検診を受けていないため、自身

が肝炎ウイルスに感染していることを知

らずに社会に潜在しているキャリアが約

140～200 万人存在するとの報告もある(広

島大学 田中ら)。また、非専門科医師の

認識不足、院内連携の不足のために、肝炎

検査陽性者が必ずしも適切な治療に結び

ついていない現状(国立病院機構肝疾患ネ

ットワークでのアンケート調査結果)もあ

る。 

 本研究では、電子カルテのアラートシス

テムを用いて院内で非専門医が測定した

肝炎ウイルス検査陽性者を、専門医に紹介

するシステムを導入し、肝炎ウイルス検査

陽性者の受診状況を把握するともに、でき

るだけ多くの未受診者を肝臓専門外来に

受診させることを目的とする。 

B. 研究方法 

 電子カルテのアラートシステムを用い

た肝炎検査陽性者の受診勧奨システムを

導入し、アラート数の把握、肝炎陽性者の

受診状況や未受診者の紹介状況を調査す

るとともに、受診率（紹介率）向上への有

効な手段を検討する。 

（倫理面への配慮） 

本研究においては、日常臨床内で行われて

いる検査に対する電子カルテを用いた介

入研究であり、個人情報の漏洩はない。 

C. 研究結果 

 2014 年度より電子カルテのアラートシ

ステムを用いた肝炎検査陽性者の受診勧

奨システムの導入の検討を開始し、2015

年 3 月に、HBs 抗原陽性者、HCV 抗体陽

性者に岡山大学方式のアラートシステム

を導入した。アラート数は 2015 年度 347

件、2016年 4月から 12月で 183件であり、

月平均 27.9件であった。（資料１） 
2015 年度より継続して、本システムおよ
び専門医紹介の必要性、最新の肝炎治療に
ついて、院内の医療安全講習会で講演し、
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院内他科スタッフへの啓発に努めた。 
検査結果の説明書発行率は 2015 年度
11.5％、2016 年 4～6月 19.1％、専門外来
紹介率は 2015 年度 17.9％、2016 年 4～6
月 13.5％であった。電子カルテによる受診
勧奨アラートシステムを導入することに
より一定の成果が得られた。一方で、アラ
ートだけでは効果は限定的であるという
課題も判明した。山口県では 2012 年より
肝炎医療コーディネーター「山口県肝疾患
コーディネーター」の養成を行っており、
当院には様々な診療科の病棟に肝疾患コ
ーディネーターが勤務している。そこで、
2016 年 7月より、コーディネーターの協力
のもと、診療科ごとに医師、看護師合同の
受診勧奨についての勉強会を実施し、コメ
ディカルスタッフからも啓発を促すこと
とした。結果、2016 年 7 月から 12 月にお
ける検査結果の説明書発行率は 89.4％、専
門外来紹介率は 21.3％と向上した。（資料
2） 
  

 

 
 
受診勧奨による専門外来受診後、2015
年 4 月から 2016 年 12 月までに 12 例の新
規患者で C型慢性肝炎、肝硬変に対する抗

ウイルス療法が開始され、9 例の B 型慢性
肝炎・肝硬変に対し拡散アナログの投与が
開始された。さらに 17 例の B 型肝炎キャ
リアに対する定期経過観察も開始された。 

D. 考察 

肝炎受診勧奨電子カルテアラートシス

テムを導入し、各種院内勉強会で啓発を継

続することにより、専門外来未受診者をあ

る一定の割合で受診につなげることがで

き、電子カルテを利用したアラートシステ

ムは有用である。一方で、システムの導入

だけでは成果に限界があることも判明し

た。更なる受診率の向上に寄与する取り組

みが必要であるが、その手段の一つとして、

肝炎医療コーディネーターなどのコメデ

ィカルスタッフも巻き込んだチーム医療

での受診勧奨が有効であると考えられえ

た。研究機関終了後も、引き続き検討して

いく。 

本成果を関連学会だけでなく、県内の研

修会等でも発表し、県内の医療機関への拡

充を目指している。2016 年には県内の総合

病院で導入の検討が開始されており、引き

続き、多くの施設でのアラートシステムの

導入や専門外来受診率の向上に貢献して

いきたい。 

E. 結論 
電子カルテによる受診勧奨アラートシス
テムは専門外来未受診の肝炎患者の専門
外来受診率向上に有用である。 
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